
畜舎建築特例法について
（畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律）

令 和 ３ 年 ６ 月



１．法律のポイント

畜産業を取り巻く国際経済環境の変化等に鑑み、その国際競争力の強化を図るため、畜舎等の建築等及び利用に関
する計画（「畜舎建築利用計画」）の認定制度を創設し、当該認定を受けた計画に基づき建築等及び利用される畜舎等
に関する建築基準法の特例を定め、もって畜産業の振興を図ることを目的とする。

１．目的 【第１条】

・ 畜舎（搾乳施設等の省令で定める施設を含む）又は堆肥舎（対象施設は省令で定める）【第２条第１項】

・ 市街化区域・用途地域外の地域の敷地に建築【第３条第３項第１号】、省令で定める高さ以下の平屋で居住のための居
室を有さず【第３条第３項第２号】、建築士が設計したもの【第３条第３項第３号】を対象とする

・ 畜舎等は、技術基準に適合するものでなければならない【第７条第１項】

・ 畜舎等は利用基準に従って利用しなければならず、用途を変更してはならない【第７条第２項・第３項】

対象とする「建築等」は、畜舎等の新築、増築、改築及びその構造に変更を及ぼす行為とする【第２条第２項】

２．対象となる畜舎等 【第２条第１項、第３条】

３．対象となる建築行為 【第２条第２項】

４．技術基準・利用基準の遵守 【第２条第３項・第４項、第７条】

１

・ 「技術基準」とは、畜舎等の敷地・構造・建築設備について省令で定める、
① 継続的に畜産経営を行う上で、利用基準と相まって、安全上等について支障がない基準
② 都市計画区域等の畜舎等にあっては、建蔽率等について支障がない基準 等をいう【第２条第３項】

・ 「利用基準」とは、畜舎等の利用の方法に関して省令で定める、
① 畜舎内の滞在時間等の制限
② 畜舎内の整頓などによる避難経路の確保
③ 例えば、避難訓練など災害の防止・軽減措置 をいう

【第２条第４項】

● 畜舎は、住宅や事務所等と比べて滞在時間が短いため、こ
れを踏まえた利用基準を定めることにより、技術基準（構造
等の基準）を緩和しても畜舎としての安全性を確保可能。

● 利用基準と技術基準の組み合わせは、省令で規定。
Ａ基準：［簡易な利用基準（宿泊しない等）］＋［建築基準法と同等の技術基準］
Ｂ基準：［標準的な利用基準］＋［建築基準法より緩和された技術基準］



２．計画の認定から畜舎等の利用開始までの流れ

① 氏名

② 畜舎等の種類（畜舎、搾乳舎等

の別）、所在地、規模（高さ、面

積）及び間取り

③ 設計者

④ 畜舎等の敷地、構造及び建築

設備（図面等）

⑤ 畜舎等の利用の方法

⑥ 畜産業の内容（家畜の頭数等）

⑦ 工事着手・完了予定日

⑧ その他の事項

※ 計画変更時にも計画の作成・認定が

必要。【第４条】

畜舎建築利用計画の作成・
申請 【第３条第１項・第２項】

① 敷地が市街化区域・用途地域

外

② 高さが一定以下、平屋で、居住

のための居室を有しない

③ 建築士が設計

④ 敷地、構造及び建築設備が技

術基準（省令）に適合

⑤ 利用の方法が利用基準（省令）

に適合

⑥ 必要な事項が記載されている

※ 家畜の飼養管理、家畜排せつ物の管

理等を適切に行うことができない者に対

しては、認定できない。【第３条第４項】

都道府県知事の認定
【第３条第３項・第４項】

・ 都道府県知事

は、認定した旨

を申請者に通知

し、公表

認定の通知
【第３条第６項】

・ 計画認定を受け

た者（「認定計画

実施者」）は、工

事完了後、都道

府県知事に届出

【第１項】

※ 一定面積超の畜舎

等は、届出をするま

で使用禁止

【第２項】

工事完了の
届出 【第６条】

建築基準法令の適用除外【第１２条】

都道府県知事の認定を受けた畜舎
等（認定畜舎等）については、建築基
準法令（建築基準法及び政省令等）は
適用しない。

２
建築基準法と新制度の
いずれかを選択可能

・ 防火関係の規定

を消防署長等が確

認し、同意
（※ 一定面積以下の畜

舎等は対象外）

消防同意
【第３条第５項】

※一定面積： 3,000㎡以下は不要とする方向で検討（省令で規定）

建築基準法の建築確認は、都市計画区域外で、木造500㎡、
その他（鉄骨等）200㎡以下は不要

完了検査は
行わない

○計画記載事項
【第３条第２項：丸数字は号番号】

○ 認定基準

【第３条第３項：丸数字は号番号】

（※ 一定面積以下の畜舎等では不要） （※ 一定面積以下の畜舎等は審査しない）



３．認定畜舎等の適正な利用の確保等

○ 利用状況の定期報告 【第１３条第１項】

認定計画実施者は認定畜舎等の利用状況を定期的に（５年ごと目途）報告しなければならない

○ 報告徴収・立入検査 【第１４条】

・ 都道府県知事は認定畜舎等に関し報告徴収、立入検査等を行うことができる。

認定畜舎等の監督 【第１３条・第１４条】

・ 認定畜舎等が滅失したときは、認定は失効する 【第１６条第１項】

・ 偽り等の不正手段により認定を受けたとき等は、認定の取消しができる 【第１６条第２項】

・ 認定を取り消されたときは、新たな畜舎建築利用計画の認定や畜舎等の譲渡の認可等を受けた場合を除き、畜舎等

の使用を停止し、保安上の措置を講じなければならない 【第１６条第４項】

認定の失効・取消し等 【第１６条】

３

・ 技術基準に違反した認定畜舎等に対し、除却、使用禁止・使用制限等の必要な措置命令ができる。

・ 利用基準に違反して認定畜舎等が利用されているときは、利用方法の改善等の必要な措置命令ができる。

措置命令等 【第１５条】

公布の日（令和３年５月19日）から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

附則（施行期日） 【附則】

農林水産大臣及び都道府県知事は、国内で生産された木材の適切な利用が我が国における森林の適正な整備及び

保全並びに地球温暖化の防止及び循環型社会の形成に資することに鑑み、国内で生産された木材等を利用した畜舎

等の普及が図られるよう配慮する

木材を利用した畜舎等の普及の促進 【第２２条】



相続人が地位を承継
【第９条１項】

相続人は相続の日から
30日以内に届出

【第９条２項】

譲渡を行う場合は、あら
かじめ認可申請が必要

【第１０条第１項】

都道府県知事の審査

① 利用基準への適合

② 飼養管理及び家畜

排せつ物の処理等

が適正な者か

【第１０条第４項】

４

（参考） 認定畜舎等の所有者変更等の手続

① 相続 【第９条】

相続の発生

② 譲渡、法人の合併・分割 【第１０条】

法人の合併・分割の場
合は、あらかじめ認可
申請が必要

【第１０条第２項・第３項】

地位を承継
【第１０条第１項～第３項】

引き続き元の者が利用

認可を受けずに（申請を
せずに）譲渡等をすると
認定失効【第１０条第５項】

認
可

不
認
可

保安上の措置の実施義
務 【第１０条第５項】

③ 法人の解散 【第１１条】

清算人は解散の日から
30日以内に届出

【第１１条１項】

法人の解散
保安上の措置の実施義
務 【第１１条第２項】

新たな計画を申請、認定
を受ける 【第１０条第５項】

譲渡の認可を受ける
【第１１条第２項】
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